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　銀行市場の変化を研究するとき，銀行制度・銀行数・銀行店舗数・銀行資産
額など，制度的および構造的な側面から問題へ接近するのも，1つの主要な方
法であろう。1973年12月31日現在における，米国の商業銀行数は14，172行で支
店数が26，246店舗，わが国のそれらは86行で7，130店舗，英国のそれらは15行
で約11，　600店舗である〔1）。以上を比較レてみると，米国の銀行数とわが国およ
び英国のそれらとは，きわめて対照的な計数を示している。このような差異が
生じるのは，いうまでもなく英国では極端な広域支店銀行制度がとられ，わが
国では中程度のそれがとられているのに，米国では支店銀行制度がかなりの制
限をうけているからである。
　周知のとおり米国の商業銀行制度では，国内で州域をこえて支店を設置する
ことが許されていない。そのため支店設置にかんして各州は，それらの州銀
行法が規定するところにしたがって，単一銀行制度（unlt　banklng）・限定支店
銀行制度（limited　branch　banking）〔2｝・州域支店銀行制度（state－wide　branch
banking），（3）という3つのタイプのいずれかを選んでいる。単一銀行制度州は州
内で1銀行1店舗（4），限定支店銀行制度州は州内特定地域で1銀行複数店舗5｝，
州域支店銀行制度州は州内全域で1銀行複数店舗が，それぞれの州銀行当局に
よって設置を認められている。
　1973年末に世界第1位（預金高による＝以下も同じ）の銀行である，バンク・
ボブ・アメリヵ（Bank。f　America）の支店設置範囲は，カリフォルニア州（州
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域支店銀行制度）内と海外である。つぎに同第2位のファースト・ナショナル・
シティ・バソク（First　Nati6nal　City　Bank）の場合，支店はニューヨーク州
（限定支店銀行制度）内の特定地域と海外にわたって設置されている。また同第
38位（米国で第9位）のコソティネソタル・イリノイ・ナショナル・バソク・ア
ソド・トラスト（Continental　Illinois　National　Bank　and　Trust）セこついていえぽ，
イリノイ州（単一銀行制度）内で1店舗（すなわち本店）と海外支店とが，設置を
認められている（6）。来国ではおおまかにいって，コロソビア行政区（District　of
Columbia）と50州のうち，現在のところ約20％の諸州が単一銀行制度をとって
おり，のこりの約40％ずつの諸州が，限定支店銀行制度と州域支店銀行制度と
をとっているi％　　　　　　　　　　　．　．　　　　　　一
　うえで示した3種類の銀行制度の分布割合は，約200年におよぶ米国銀行史
の一側面が，現在までに到達した状況をあらわしているにすぎない。したがっ
てそれは米国の政治・経済・法律・政策当局の態度・人々ρ関心など，長期間
にわたる社会的変動の結果と，いえるだろう。われわれはこの時間的経過にとも
なう制度の諸変化と，それらに対応した実体の動きに，いろいろの局面から光
をあてる必要がある。今世紀の初頭きわめて少数であった支店銀行は，徐々に
その行数を増加させ，現在では全商業銀行数の約33％と，全商業銀行店舗数の
約65％を占めている（8｝。これにたいして単一銀行数は，建国してから1920年代
はじめまで，ほぼ一貫して増勢をたどったが，それから現在にいたるまで，こ
んどは逆に減少を続けている〔9｝。このような銀行制度の変化が生じたことは，
なんらかの諸要因によって説明されなけれぽならないし，また制度の変更によ
る影響も，検討されるべきだろう。
　米国における支店銀行制度の問題とは，単一銀行制度＝支店銀行制度問題
　（unit　versus　branch　banking）にほかならない。両者のいずれがより競争促進
的か，あるいはより競争制限的かという問題意識をはじめ，この主題は多くの
論争点や研究課題を導きだしてきた。銀行資産の集中，銀行合併，規模の経
済，銀行持株会社の設立，顧客の受ける銀行サービスの差異，経営上の安全性
など，多くの問題を単一銀行制度＝支店銀行制度の視点と関連させて，分析す
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ることが可能である。この方面の研究は，第2次大戦後こ，とに1960年以降にな
って，量的にも質的にも飛躍的な向上をとげた。しかし第2次世界大戦にいた
るまでの期間は，統計資料が十分に存在しなかったうえ，産業組織論的な研究
方法もすすんでいなかったため，この種の研究が高い水準にあったとはいえな
い。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　，
　本稿は1945年までの支店銀行制度を研究範囲とするが，期間をこのように限
った理由が，説明されなければならないだろう。第1はのちにみるように，米
国の銀行市場構造の基本的な枠組が，1945年までに作られたことである。連邦
準備制度（F，d，，a1　R，，crv，　Sy、t，m一以下でFRSまたはFRBと・・う）の創設〔1ct，
単一銀行数の激減，多数の銀行破産と銀行合併，今日の国法銀行法のプロトタ
イプともいうべき1933年銀行法の成立，連邦預金保険会社（Federal　Dcp。sit
Insurance　CQrpQrati・n；以下でFDICという）の発足，支店銀行制度州の増加な
ど，重要な構造的変化が1910年代から1930年代へかけて，続々と起こったので
ある。第2に支店銀行制度の発展は，銀行合併と強いかかわりがあるが，第2
次世界大戦前の合併と，戦後の合併とは，かなり異なる背景のもとで行なわ
れ，またそれらの結果にも差異がある。これらの点からみそ，支店銀行制度の
問題を1945年で区切り，その期間の観察と分析をつうじて，第2次世界大戦ま
での米国の銀行市場研究を行なうのも，1つのアプローチと思われる。
　支店銀行制度ないし単一銀行制度＝支店銀行制度の問題は，単一銀行制度二
多店銀行制度（unit　versus　multiple　banking）という〔11），グラソド・デザイソに
したがって研究することが望ましい。多店銀行制度は米国の単一銀行制度を・
実質的に支店銀行制度または州際支店銀行制度（inter－state　branch　banking）
へ変えることができるのだから，支店銀行制度のオータナティブとして，研究
対象へふくめる必要も生じるからである。しかし多店銀行制度は集団銀行制度
　（group　banking）もふくみ，広く知られているようにこれは銀行持株会社
　（bank　holding　company）の問題で，余りにも範囲が大きいためここでは触れ
ない。
　支店銀行制度にかんする研究は，制度発展の理由・個別の銀行経営からみ
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た，そしてまた国民経済の効率からみた，メリットとディメリットなど，多く
の問題意識を提供する。とくに支店銀行制度と銀行市場構造の関係，したがっ
て銀行市場行動と成果への影響は，立入った分析を必要とする課題であろう。
これらの重要な諸問題の，理論的ないし経験的な吟味は，次稿へゆだねること
とし，それら分析の基礎となる，支店銀行制度の歴史的展開そのものを，ここ
では研究課題とする。そこで本稿は，多店銀行制度が除かれているという意味
で，米国の独立時から1945年までの，単一銀行制度冨支店銀行制度の限定され
た歴史的サーベイである。
（1）米国の計数は，コロンビア行政区と50州のほか，プェルトリコとバァージン諸島
　をふくみ，海外支店は除外されている（FRB；Federal　Reser▽e　Bulletin，　Apr．
　1974，Financial　and　Business　Statistics，　A　88－89）。
　　わが国の計数は，いわゆる全国銀行勘定の範囲で，海外支店はふくまれていない
　（日本銀行統計局；経済統計年報，昭和49年版，昭和49年3月，34頁）。
　　英国の計数は，ロンドン手形交換所加盟銀行6行・その他の銀行2行・スコット
　ランド系銀行3行・北アイルランド系銀行4行の範囲であり，やはり海外支店はふ
　くまれない（Bankers’Almanac，1973－1974ほか）。
く2）limited　branch　bankingという言葉は，必ずしも専門用語として定着している
　わけではない。　restricted　branch　banking，　branch　banking　within　limited・
　area，　Iimited－area　branchingなど，用語法は文献によって異なる。
く3）branch　bankingという用語は，広義に用いられる場合，限定支店銀行制度と州
　域支店銀行制度の両者をふくみ，multiple　office　bankingまたはbanking　with
　multiple　officeと呼ぶことがある。そこで州域支店銀行制度を限定支店銀行制度
　と区別するため，state－wide　branch　bankingないしintra－state　brarlch
　bankingを用いる。本稿でたんに支店銀行制度というときは，　うえの広義の内
　容をさしている。
く4）単一銀行は1銀行1店舗だから，本店以外に店舗をもつことができない。海外支
　店を設置することは許されるが，米国の単一銀行数はきわめて多いので，海外支店
　をもつ単一銀行の数はかぎられる。しかし単一銀行は必ずしも規模が小さいわけで
　なく，預金額ないし資産額のかなり大きいものもある。注（6）でふれる，コンティネ
　ンタル・イリノイ・ナショナル・バンク・アンド・トラストなどは，その1例であ
　る。
〈5）　限定支店銀行制度州における支店設置の可能範囲は，本店所在市内・本店所在郡
　　（county）内・そ1れらの隣接市内または郡内・銀行行政上の区域である銀行区
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　　（banking　district）内・本店から100マイル以内など，それぞれの州の州法規定’
　によって異なる。いずれにせよ州内全域を，その範囲とはしないのである（Geraldt
　C．Fischer；American　Banking　Structure，1968，　p．69，　notes）。
（6）これら3行の預金高は，上位からそれぞれ418．4億ドル，349．5億ドル，123，7億ド
　ルである。ちなみにわが国第1位の第一勧業銀行は，222億ドルで世界第10位，コン
　ティネンタル・イリノイと同格にちかいのは，東京銀行（わが国第11位）の127．6
　億ドルで世界第35位と，大和銀行（わが国第12位）の119．7億ドルで世界第41位で1
　ある。この資料の出所はもともとアメリカン・バンカー紙で，同紙の記事を週刊ダ
　イヤモンド誌がまとめたものである（週刊ダイヤモンド，昭和49年8月31日号，
　22頁）。
（7＞　3つの制度の分布割合は，ここではフィッシャーによっているが（Fischer；op．
　cit．，p．69）。ドライブ・イン店舗などを支店と扱うかどうかで，制度の分類が変わ・
　ってくる。FRBにしたがえば，それぞれ約30％の諸州が単一銀行制度と限定支店
　銀行制度で，1のこり約40％の諸州が州域支店銀行制度である（FRB；Federal　Re－
　serve　Bulletin，　Mar．1970，　p．210）。
（8）注（1）に同じ。
（9）Fairfield　Publishers　Inc．；Statistical　History　of　the　United　States　from・
　Colonial　Times　to　the　Present，　pp．623－625．　FDIC；Annual　Reports，1958－
　1972．
㈹　FRBはFRSの理事会である，　Federal　Reserve　Boardの略語を示す。
（11）多店銀行制度（multiple　banking）とは，支店銀行制度・連鎖銀行制度・集団銀．
　行制度を包含して，　単一銀行制度と対比させる広い概念である　（Raymond　P．
　Kent；Money　and　Banking，6th　ed．，1972，　p．286）。
　　　うえの多店銀行制度の内容を，支店銀行制度と非支店銀行制度に区別し，後者す
　なわち連鎖銀行制度と集団銀行制度を，多店単一銀行制度（multiple－unit　bank－
　i。g）と呼ぶ場合がある（Fischer；・P・、・it・　pp・　72－73）・
H
　この節では，植民地時代から19世紀末へかけての，長期間にわたる米国の銀、
行市場の発展を，主として単一銀行制度＝支店銀行制度の観点から要約するω。
植民地時代の米国には，固有の意味での銀行は存在しなかった。今日の銀行業
務の一部にあたるもめが行なわれたが，それらは商人たちの顧客にたいするサ
ービスで，商取引に付随していたにすぎない。銀行設立の動きは，英本国政府
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　の泡沫会社防止法（Bubble　Act。f　1720）によって禁止されてしまった。した
がって米国の最初の真正な銀行は，独立達成後に設立された。その銀行がバン
　ク・オブ・ノースアメリカ（Bank。f　N。rth　America）で，178／年に私立の国法
i銀行（national　chartered　ba皿kまたはnational　bank）として，　フィラデルフィ
アに誕生した（2）。この銀行は大陸会議（Continental　Congress）から認可をうけた
ので〔3｝，国法銀行といってよいわけだが，同時にペソシルパニア議会から認可
をうけたので〔4｝，州法銀行（state　chartered　bankまたはstate　bank）でもあっ
た。米国の銀行制度の特徴の1つは，銀行免許制度が国法免許（national　char－
ter）と州法免許（state　charter）に分かれ，国法銀行と州法銀行が併存する2
重銀行制度（dual　banking）である｛5｝。最初の銀行設立当時から2重銀行制度が
あり，しかもこの銀行が両方の免許をえたことは興味ぶかい〔6L。
　米国の初代財務長官ハミルトソ（A．Hamilt・n）は，若い国家の経済的な必要
と連邦政府の財政と嗜役立つ，中央銀行的な機能をもつ私立銀行の設立を，熱
心に主張した。ジェファソソ（T．Jefferson）らの反対があったが，1791年に法
案が議会を通り，第1合衆国銀行（First　Bank　of　the　United　States）が国法民
間銀行として創立された（7）。同行は州境をこえる支店設置が認可制で許され，
本店（フィラデルフィァ）のほか8店舗を，主として東部の都市に置いた。その
銀行券は法貨であり，連邦政府預金を独占的に受入れ，政府へ信用を供与し，
銀行としては大きな成功をおさめた。しかし銀行免許の更新は政治的理由で反
対され，1811年に同行は閉業せざるをえなかった（8）。
　中央銀行に近い機能を果たしていた第1合衆国銀行の閉鎖後，米国の銀行・
貨幣制度は幾多の困難を経験し，制度の改革が大いに望まれた。議会はふたた
び国法銀行に関心を示し，1816年に第2合衆国銀行（Sec・nd　Bank・f　th。
United　States）の設立が，やはりフィラデルフィアを本店として認可された。こ
の銀行は準則制で支店設置が許されており，27店舗による全国的な支店網をも
った。同行はこの支店網をつうじて，免換をまもり内国為替制度を改善させた
が，交通・通信の未発展と支店の独断専行により，本店の統制が行渡らず，支
店の損失は巨大なものになった。ただし支店の貸出超過は，一面で地方経済の
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発展に寄与する結果ともなった。第2合衆国銀行も免許の満期にあたり，政治
上の争いから大統領ジャクソソ（A．Jackson）の反対をうけ，更新認可がえら
れないため，1836年に州法銀行へ転換した。そのこ第3合衆国銀行設立の動き
があって，法案は議会を通過したが，これもやはり政治的な対立で，1841年に
大統領タイラー（J．Tyler）が拒否してしまった。
　19世紀の前半まで，米国では銀行業そのものに，根強い反対運動が続けられ
た。銀行券発行による銀行家への経済力集中，銀行券の過剰発行から生じる減
価や免換停止，銀行破産と金融恐慌，山猫銀行の詐欺的な設立などの理由によ
るものであった。これらのことから銀行設立への反対があったが，’銀行支店設
置への反対と，混同されるべきでないといわれているtg｝。第1合衆国銀行設立
の主唱者ハミルトソは，同行の支店設置へ反対したが，1支店の弱点が銀行全
体を危険にする懸念からで，支店網による同行の独占力を心配したのではなか
っだoq。第2合衆国銀行の免許更新が不許可になったのは，議会における政治
上の衝突のほか，健全な銀行経営にたいするイソフレーショニストの反対があ
り，さらに同行の銀行力集中への危惧が強かったからである。南部と西部の人
々にとって，第2合衆国銀行の存続は，東部の銀行家による支配の強化と思わ
れた。またその支店銀行制度は，地元の企業と経済生活への地元のコソトロー
ルが，東部の利害によって左右されるとみえだのである。第3合衆国銀行設立
の動きが封じられた1つの理由は，同行の支店銀行制度自体のもつ得失の問題
からではなかった。支店制度は論議されたが，それは支店設置をめぐる，連邦
政府と州政府の主権問題に関連していた。
　1863年の国法銀行法の成立まで〔11），前述のように国法銀行は3行だけでユ2｝，こ
れら以外の銀行は個人銀行（private　bank）をのぞき，すべて州法銀行であっ
た。州法銀行は1800年に28行だったが，1830年に329行，1860年には1，562行へ
増加した。銀行反対運動のため，銀行の新規免許の中止，法人銀行の設立禁止，
発券銀行の設立禁止など，いろいろな反銀行の措置が，多くの州でとられるこ
とになった。他方で連邦政府は，第1・第2合衆国銀行が閉業したので，銀行
行政から手をひき，その責任は州政府が負うことになった。そして銀行擁護者
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と銀行反対者との妥協が，認可制の独占的要素を排除し，発券は十分に担保さ
れるはずの，自由銀行制度（free　banking）の発展をもたらした。1800年には
30行にみたなかった州法銀行が，1860年に1，500行を越えたのは，この自由銀
行制度が強く影響している。
　初期の州法銀行は，支店設置についてほとんど疑問をもたれず，むしろ小さ
な地域社会へ銀行サービスを提供するための，当然の方法と考えられた。当時
の支店銀行制度は，今日のように本・支店の資本・経営とも一体的なもの
と，各支店の資本と経営の大部分が独立的で，監督・検査など経営の一部だけ
が，取締役会のもとで統一されているものと，2種類に分かれていた。前者の
タイプの支店銀行制度は南部諸州に多く，北部諸州には存在しなかったといっ
てもよいが，その理由については多くの論議がある⑬。当時の支店は本店と同
じ市や町にあることが珍しく，それ以外の市や町に置かれた。本店所在市（町）
内への支店設置は，20世紀に入ってから普及した。いずれにせよ独占反対の声
が強かったこの時代，自由銀行制度が歓迎され，運輸・通信の未発達は，大
規模な支店銀行の設立を阻んだ。銀行設立の容易さや運輸・通信の困難な事情
は，地域社会の郷党心を刺激したので，それぞれの地域社会にとっては，地
元の単一銀行が是非とも必要であった。この時期の単一銀行制度＝支店銀行制
度の問題は，統計資料の裏付けに乏しいが，第1表としてまとめてみた。
　米国の銀行制度は，全国通貨法（1863年）と国法銀行法（1864年）によって，
1つの区切りをつけるのだが，これらの法律はニューヨーク州自由銀行業法
（New　York　Free　Banking　Act　of　1838）の影響を強くうけている。ニューヨー
ク州自由銀行業法・全国通貨法・国法銀行法のいずれも，条文は支店設置につい
てふれていないが，これは米国の単一銀行制度樹立と，深い関係があるものと考
えられる。国法銀行法（1864年）の第6条は，銀行設立者たちが1つの営業地を
定めるよう，要求しているa4〕。この条文にしたがって，通貨監督官（Comptr・1・
1・r・fCurrency）は1865年にはやくも，国法銀行の支店設置を禁止した。また
同法の第8条によれば，国法銀行の営業は，設立許可書に記された土地の店舗
で行なうことになっている（15。これら2つの条文規定が根拠となり，国法銀行
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は支店が設置できないものとされた。もっとも1865年の改正法では，支店制を
とる州法銀行の国法転換を，一定の必要資本金額のもとで認めたから，国法銀
行法による支店の設置は，変則的なかたちだったが，道が開かれることになっ
た〔且6。この1865年改正法の影響はきわめて大きく，国法銀行数と州法銀行数の
相対的地位は逆転し，後者が前者を抜きかえすのは1880年代後半になるが，こ
の辺の経緯は第2表をみられたし・（17）。
　1900年に全商業銀行数は13，053行になったが，町なかの表通りに面した場所
で，メイン・ストリート・バンキソグといわれる営業をする普通の銀行は，平
均して50万ドル程度の運用資産しかもたず，またこの種の銀行が最も多かっ
た。銀行数の増加と平均銀行資産の伸びとは，パラレルに進行しなかったとい
えよう。当時の支店銀行数は僅かに87，支店数も119にすぎなかったから，1
行あたり平均して約1．4の支店数をもつ程度だった。つぎで述べるように，米
国の社会はまだ支店銀行制度を必要としなかったのである。
　南北戦争（1861－1865）から19世紀末までの期間，米国は鉄道建設を軸として
工業化をすすめ・開拓の著しい進展で農業生産が急速に増え，人口は自然増と
移民で急膨張した。これらの条件は町の数をふやし，1860年から1900年にかけ
ての40年間，人口2，500以上10，000までの町の数は，約300から約1，300へと
4倍にもなった。このような町ではどこでも，1つから3つぐらいの単一銀行
があるのが普通だった。人々はこれら単一銀行の提供するサービスに満足して
いたし，それらの銀行は地元の農民と商人の経営によることが多かったので，
経営者たちにも単一銀行が便利だった。大都市では銀行顧客の数がかぎられ，
その特徴も似ているうえ，地理的にも顧客が集中していたので，支店銀行制度
への刺激はなかった。人口と企業の郊外への移動は，1920年代の交通革命を待
たなければならなかった。このように当時の米国は，町も都会も支店銀行を望
む理由をもたなかった。そのうえ巨大さ自身にたいする敵意が，そのころ一般
に示されていたので，これもまた支店設置への障害となった。
　19世紀初頭から1900年へいたる，商業銀行の種類別された行数の変化が，第
2表としてまとめられている。資料の制約があるほか，本節の内容に関連した
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年の計数を取上げたので，選ぽれた年は一見して整然さを欠いている。また支
店銀行数と支店数にかんする，連邦レベルの資料は第1表以外にえられなかっ
　　　　　　　　　　　　　　第　1　表（lg
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た。
（1）以下の記述を行なうにあたっては，つぎの参考文献5点を用いた。
　　Allan　Nevins　and　Henry　S．　Commager；The　Pocket　History　of　the
　United　States，1956．（黒田和雄訳；アメリカ史，上巻，下巻，昭和37年）。
　　John　M．　Chapman　and　Ray　B．　Westerfield；Branch’Banking．1942．
　　Paul　B．　Trescott；Financing　Alnerican　Enterprise－The　Story　of　Com－
　mercial　Banking，1963．（大和銀行外国研究会訳；アメiJカの銀行一その発展の
　歴史，上巻，下巻，昭和40年）p
　　Dean　CarsQn　and　Paul　H．　CoQtner；The　Structure　of　Cempetition　in
　Commercial　Banking　in　the　United　States，　in：Private　Financial　In・
　stitutions，　A　Series　of　Res母arch　Studies　Prepared　for　the　Commission　on
　Money　and　Cedit，1963．
　　Fischer；oP．　cit．
（2）　この銀行は現在も営業中で，吸収合併されたので行名が，ファー・一スト・ペンシル
　バニア・バンキング・アンド・トラスト・カンパニー（First　Pennsylvania
　Banking　and　Trust　Co．）と改称されている（Trescott；前掲訳書，上巻，19－
　20，83頁）。
（3）　当時の米国は独立宣言後であったが，まだ連邦政府も連邦議会もなく，各植民地
　（のちの州）の連合体である大陸会議が，不十分ながら全国的な立法行政機関だっ
　た。なお米国の独立宣言は，この大陸会議の第2会期で採択・公布された（1776年
　7月4日）。
（4）大陸会議の権限にかんして，当時かなりの疑念がもたれていたので，バンク・オ
　ブ・ノースアメ1」カは，ペンシルバニア議会からも認可をうけた（Fischer；op．
　cit．，　P．9）。
（5）現在は通貨監督官（財務省）・州銀行当局・連邦準備制魔・預金保険会社の4者が，
　それぞれ別個の法律にもとついて，銀行行政上の免許・監督権限をもっている。銀
　行はその法的な資格におうじて，　うえの4機関の2つまたは3つから規制をうけ
　る。これらの法的規制は，まさに2重銀行制度ないし3重銀行制度と呼ぺるだろ
　うP
　　銀行法上の免許・監督にかんするdual　bankingは，『2重銀行制度』の訳語が
　定着しているが，銀行は国法か州法のいずれか一方にしたがうのだから，むしろ『2
　元銀行制度』、としたほうカ㍉意味が明白になるのではないだろうか。
（6）バンク・オブ・．ノースアメリカが2重免許をうけたのは，もちろん当時の政治的
　混乱の結果である。以後の銀行はいずれも，国法または州法にもとついている。
（7）　この銀行は民間銀行だったが，中央銀行的な役割を果たすことが期待されたの
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　で，資本金の20％は財務省によって応募された（Carson　and　Cootner；op．　cit．，
　P．57）。
（8）第1合衆国銀行の免許更新期に，政権はハミルトン派からジェファソン派に移っ
　ており，議会では僅差で免許更新の支持派が破れた（Chapman　and　WeSterfield；
　op．　cit．，　P．29）。
（9）　Fischer；op．　ci亡．，　p．10．
⑩　ハミルトンのこの懸念は，第1合衆国銀行では問題とならなかったが，第2合衆
　国銀行では実現してしまった（Fischer；op．　cit．，　p．12）。
（11）　ここでいう国法銀行法は，National　Currency　Act　of　1863をさす。　ところが
　同法は翌年に改正され，National　Bank　Act　of　1864となった。これら両者が混
　同されて，米国でもわが国でも，『国法銀行法』（National　Bank　Act　of　1963）と
　通称され，『全国通貨法』と呼ばれることが少ない。たとえばTrescottの前掲書と
　Fischerの前掲書は，うえの2つの法律を区別しているが．　ChapmanとWester－
　fieldの前掲書とCarsonとCootnerの前掲書は，通称のほうを用いている。この
　問題について詳しくは，つぎの文献をみられたい。
　　高垣寅次郎；ナショナル・バンク・アクトについての疑問，金融学会報告，32，
　昭和45年10月，44－51頁。
（12）　バンク・オブ・ノースアメリカと第1・第2合衆国銀行の3行は，実質的に国法
　免許に違いないが，普通これらは国法銀行に数えないようである。国法銀行法の成
　立後，同法による免許をえた銀行を，一般には国法銀行と呼んでいる。
（13）　Fischer；op．　cit．，　pp．16－17．
⑭　the　place　where……と，単数で示されている（Fischer；op．　cit．，　p．19）。
㈲　an　office　or　banking　house……と，やはり単数で示されているが，いわゆる
　山猫銀行の活動をおさえるため，店舗所在地を定めさせたのである（Fischer；
　OP．　cit．，　P．20）。
㈹　もともと国法銀行が設立されるようになったのは，つぎの2点に要約される連邦
　政府（より詳しくいえば南北戦争中の北軍政府）の狙いがあった。第1は州法銀行
　の銀行券過剰発行による幣制混乱を，全国的な統一通貨の発行によって是正するこ
　　と。第2は全国的通貨となる国法銀行券は政府証券で担保され，その国債需要すな
　わち政府の財政収入が，大幅に増加することであった。だから注⑪でふれた全国通
　貨法（1863年）の正式の名称は，『合衆国国債の担保によって保証された，全国的通
　貨の供給ならびにその流通と償還を準備する法律』で，きわめて長いが内容をよく
　説明している。このため国法銀行は，法定必要準備率・発券担保・発券量・監督゜
　検査など，厳格な規制を要求されたので1　当初はその設立希望が少数しかなかO
　　た。
　　1864年の法改正で，山猫銀行の規制が強化され，1865年の改正法では，州法銀行
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　にたいする国法銀行の有利性を保証した。州法銀行は銀行券発行にかんして10％課
　税され，また地方と準備市の国法銀行は，準備市と中央準備市の国法銀行へ，法定
　準備預金を再預金しなければならなかった。これらの規制とくに後者は，準備市と
　中央準備市の州法銀行を，急速に国法銀行へ転換させた。1865年に州法銀行から国
　法銀行へ転換した行数は，700以上に及んだといわれている。転換によって国法支
　店制銀行が認めうれるようになったのは，これらの諸事惰による（Trescott；前掲
　訳書，上巻，70－90頁。Carson　and　Cootner；op．　cit．，　pp．61－63．　Fischer；
　op．　cit，，　p，23．東洋経済新報社；体系金融大辞典，昭和41年，558頁）。
〈iO　以下の本文でみるように，1880年代から1900年までは概して好況で，銀行設立が
　容易であったし，町の数が飛躍的にふえて，地元の州法単一銀行が必要とされた。
　そのほか当時の国法銀行は，資本金が5万ドル以上要求され，需要の多い不動産担
　保貸出は認められず，また発券を事実上許されない州法銀行も，預金銀行業務で結
　構やってゆけることがわかってきたなど，多くの事情がその後の州法銀行の数的な
　優位をもたらした（Trescott；前掲訳書，上巻，146－154頁Fischer；op．　cit．，
　pp．177－179）o
個　Chapman　and　Westerfield；op、　cit．，　p．47とStatistical　History　of　the
　United　States　from　Colonial　Times　to　the　Present，　p．624から作成した。2
　つの資料は，統計上のコンシィステンシーを欠く可能性もあるが，ほかec利用可能
　な資料はえられなかった。
鋤　Statistical　History　of　the　Unit6d　States　from　Co1Qnial　Times　to　the　Pres．
　ent，　pp．623，624，628，631，633から作成した。
　　この表は明らかに，統計上のコンシィステンシーを欠いている。1835年以降の州
　法銀行数に，個人銀行数が含まれているからである。したがってこの節の本文中に
　示された，州法銀行数と全商業銀行数も，同様の制約をうけている。つぎの皿節の
　第3表では個人銀行数がふくまれないから，本表と第3表を接続することはできな
　い。
皿
　この節は20世紀はじめから，大不況期をはさんで第2次世界大戦直後にいた
る，ほぼ半世紀の期間を取扱うω。この間の時代区分はいろいろ考えられる
が，1900年一1920年，1920年一1935年，1935年一1945年に3分割しよう。まず
1900年から1920年へかけての20年間，われわれの主題にかんする大きな諸変化
は，つぎのように要約できる。（1）銀行数が2．4倍強も増えたが，（2）それら新規
参入の大部分が単一銀行で，（3）支店銀行は引続き少数だった。（4）州法銀行はこ
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の時期も行数が多く，国法銀行数の2倍強から3倍弱の間を推移し，⑤とくに
支店銀行は州法銀行が中心で，州法支店銀行数は国法支店銀行数の20倍を前後
した。（6）中央銀行法である連邦準備法（Federal・Reserve　Act）が1913年成立し
たので，（7）国法銀行はFRSへの加盟が義務づけられ，州法銀行は同制度へ任
意加盟することになった。
　1900年の全商業銀行数12，427は〔2），1900年trこ30，291という雁大な行数にたっ
し，20年間に17，864行にも及ぶ純増がみられた（3｝。鉄道網の全国的な規模での
完成，その安価な長距離輸送力による，大規模な製造工業の発達と大都市の成
長，自動車時代への突入，第1次世界大戦（1914年一1918年）などが，米国の銀
行組織のこの急速な発展へ，大いに寄与した。この20年間の銀行純増数17，864
のうち，単一銀行が17，421行も占め，支店銀行はわずか443行ふえただけだっ
た。この期間も米国は不況に見舞われ（lgO7年），それがFRSの成立を促進し
たのでもあるが，1920年以降になって露呈された，単一銀行とくに小規模単一
銀行の経営基盤の弱さは，まだそれほど明白に現われていなかった。また支店
銀行設立を方向づける立法・行政措置も，1920年以降を待たねばならなかっ
た。そこで支店銀行数の成長は低い水準にとどまりω，支店銀行1行あたりの
支店数も，比較的ちいさい2。4程度だっだ5）。
　しかし注目すべきは，行数も店舗数も単一銀行にくらべて，圧倒的に少ない
支店銀行が，1920年の全商業銀行による貸付・投資額のうち，18．　7％にも及ぶ
シェアを保有していた点である。単～銀行制度＝支店銀行制度の重要な問題点
の1つは，支店銀行への銀行資産の集中であるが，はやくもこの時点でそれを
うかがうことができる。1900年には名実ともに，単一銀行制度国家（unit　bank－
ing　nati・n）であった米国は，20年後に外見はともかく実質的に，支店銀行制度
を指向する動きをみせていた。
　通貨監督官も司法長官（Att。rney　General）も，国法銀行法の解釈を変えなか
ったので，国法銀行の支店設置は当時も，原則として禁止されたままだった〔6｝。
この問題にかんしては，1900年代になって事情に変化が起こり，最終的に実現
はしなかったものの，いくっかの行政・立法上の動きがあった〔7）。1918年にな
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ると国法銀行合併法（National　Bank　Consolidation　Act　of　1918）が成立し，回
りくどい方法ではあったが支店設置が認められ，支店銀行法制の前進が行なわ
れた。同法によれば国法銀行は，国法転換後の旧支店制州法銀行と合併し〔8｝，
支店制国法銀行になることができた。州法レベルでこの問題をみると，1910年
の統計は単一銀行制度州8と支店銀行制度州12を示し，州法の規定が存在しな
い州31となっている〔9）。支店制度の可否を法律で定めない州も，実際は州当局
が慣例によって，3つの制度のいずれかを選択していた〔lo。
　1900年の全商業銀行の総支店数は119で，そのうち本店所在市内の支店（以
下では市内支店という）は25だから，総支店数の約20％にしかあたらない。この
状態は法的規制が原因ではなく，前節でも述べたように当時の銀行業のタイプ
は，1つのコミュニティに1つの窓口があれぽよかったからである。しかし市
内支店数は徐々に増え，1910年に総支店数の約50％に上昇し，1920年には約60
％を占めるようになった。このような傾向が生じたのは，都市化の進行と非農
業家計数の成長とを基礎に，銀行が個人・勤労者・商店主など小規模顧客との取
引，いわゆる小売銀行業（retail　banking）を拡張したからである〔11）。これにたい
して本店所在市外の支店（以下では市外支店という）は，　同じ期間にやはり数を
増したが，市内支店数の伸びと相対的な関係にあるから，総支店数に占めるシ
ェアは低下しだ】2）。
　つぎに1935年から，大不況に伴う銀行市場構造の変化を経て，1935年にいた
る間の事情をまとめてみよう。自動車・映画・ラジオで象徴される繁栄の20年
代は，1929年の株式市場の崩壊から，史上最悪の大不況へ突入して，それは約
10年間も続いた。銀行数は1920年の30，291行から，1935年の15，488行へ14，801
行も激減したが，これは約15，000件に及ぶ銀行支払停止と〔13），約7，000件を数
える合併を含んでいるqg｝。この期間に単一銀行数が半減してしまったのは，多
数の小規模銀行が金融恐慌にまきこまれ，経営の行詰まりをみせたからである
が，20年代の繁栄で銀行数が過剰になっていたことも，原因の1つとして否め
ない。これら小規模単一銀行の多くは州法銀行で，とくに農業地帯へ集中的に
分布していたため，貸付内容が固定的で規模も小さかった。これにたいして同
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じ期間の支店銀行数は，530行から822行へ増えた。1935年の行数は全商業銀行
の5．3％にしかあたらないが，店舗数では21．3％を占め，貸付・投資額にいた
ってex　S4．　O％も保有することになったCls。1行あたりの支店数も，2．4店舗か
ら3．8店舗へ上昇した。
　国法銀行の支店設置は，この時期に立法・行政面で大きく変化した。その第
一歩は1922年に通貨監督官クリシソジャー（D．R．　Crissinger）が，州法で市内
支店設置を認める州にかぎって，国法銀行にもテラー業務だけの市内支店を認
めたことで，1926年までに200をこえるこの種の限定業務店舗が認可されたaa。
前述の国法銀行合併法（1918年）により，1920年代中頃には130行が318支店を
もつようになったが，1927年のvクファドソ法（McFadden　Act　of　1927）trこよ
って，国法銀行は直接的な支店設置が，はじめて認められることになった。た
だ同法は支店銀行制度への反対勢力と，政治的に妥協しなけれぽならなかった
から，支店設置は支店銀行制度州での，本店所在市・町・村内に限られた。州
法単一銀行の脆弱性については，すでに述べたとおりだが，単一銀行制度の弱
点を克服するため，預金保険制度の計画が進められていた働。単一銀行制度の
支持者たちは，預金保険制度が単一銀行の経営的基礎を強め，したがってそれ
は支店銀行制度の発展を制約すると予測したので，支店銀行制度の支持者たち
と妥協してもよいと考えた。1933年の銀行法（Banking　Act　of　1933）はこのよ
うな事情から，預金保険条項と支店設置条項とを含むことになったのである〔ls。
これにより国法銀行は，それぞれの州法の制限範囲に服しながら，支店の設置
が許されることになり，これが銀行法の今日まで継続している基本的な態度で
ある。’なお1935年の法改正で，州法加盟銀行の支店新設は，FRBからの許可
も必要となった。
　州法銀行の支店設置についてみると，支店設置が原則として国法銀行に許さ
れなかったので，1920年までの支店銀行制度の発展は，ほとんど州法銀行に集
中していた。国法銀行家たちも支店銀行制度への関心を高めたが，これは州法
銀行家たちを支店銀行制度反対へ走らせる結果となり，1919年から1929年の間
に12以上の州が支店銀行制度の禁止立法を行なった。1930年になると米国の約
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半数の州が，支店銀行制度を禁止する州法の規定をもっていたが，それらの立
法措置は1921年から1923年までの期間と，1927年から1929年までの期間とに集
中してとられた。前者は通貨監督官クリシソジャーが支店銀行制度を支持した
時期にあたり，後者はマクファドソ法で支店銀行制度が強化されだした時期に
あたる。他方ではこの1920年代に，支店銀行制度へ反対の動きに影響を与える
ような状況が，かなり急速に醸成されてきた。銀行の支払停止や破産の頻発は，
連鎖銀行制度（chain　banking）と集団銀行制度（group　banking）の発展をもた
らし，これによって銀行恐慌の波及を防ぎ，単一銀行制度のもつ限界を拡げよ
うとした。1929年にはこのようなシステムが332あり，全商業銀行の行数の9％
（2，165行）と，貸付・投資額の25％（120億ドル）を支配するまでになった。そ
こで単一銀行家たちの支店銀行反対の気運は衰え，連鎖銀行制度と集団銀行制
度への恐怖が増大した〔11t。
　1931年から1935年へかけての5年間，15州で州銀行法の制定または改正が行
なわれたが，それらの全部が支店銀行制度へのシフト，または限定支店銀行制
度の緩和措置であったec「。　これらの立法と法改正の多くは，銀行の支払停止や
その他の弱点に原因があるが，弱い銀行が強い銀行に合併されて支店となり，
破産を防止するとともに，銀行サービスのなくなってしまうコミ＝iティの数
を減らすことが期待された。支店銀行制度へ移行する州が増加する傾向は，こ
の時期から現在にいたるまで，少数の例外をのぞいて大勢を占めている。
　以上のような銀行法の改正ことに州法における変化は，銀行間の合併をきわ
めて盛んにさせ，たとえば1924年から1933年までの10年間に合併件数は5，　257
にも及んだ。この合併運動によって米国の銀行市場構造は大きな変革を体験す
るが，合併の条件や動機はつぎのように説明されているe1）。（1）低収益に悩んで
いた銀行は，競争相手の銀行からの合併申込によって，支払停止の危機をまぬ
かれた。だいたい合併は多くの地域で，銀行数が過多となったことの反動でも
あった。（2）繁栄の1920年代における企業の成長が，より大規模の銀行サービス
を要求した。1つの取引先への貸付額は，銀行の資本金におうじて限度があっ
たので，成長した企業は地元の銀行が合併して大きくなることを望んだ。（3）新
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規に支店設置をするより，既存銀行を吸収して支店とするほうが，しばしば経
済的であったので，1930年代前半の法改正が合併を刺激した。（4）銀行業にも規
模の経済が働くという，広く一般に流布された信念によって，合併運動は促進
された。
　1920年代はおおまかにいって，通貨監督官クリシソジャーの決定（1922年）や
マクファドソ法（1927年）により，引続いて市内支店数の割合は上昇した。し
かし1920年代の終わりから，市外支店の比率が高まりはじめてきた。都市より
も郊外が急速に成長し，数多くの市外支店が設立されたからである。1920年の
市内支店数と市外支店数の比率は60：40だったが，1935年のそれは52：48へ変
わった。1930年から1935年へかけて，支店銀行数は約10％増加し，支店数は逆
に約10％減少したが，支店数の変化は市内支店の減少741にたいし，市外支店
は375の増加であった。市内支店数の減少は，主として都市銀行の支払停止で
生じ，市外支店数の増加は，小規模な地元銀行の吸収合併で起こったが，こと
に後者の傾向は，1933年法と15州におよぶ州法の改正によって助長された。市
外支店数が増える傾向は，そのこ現在にまで続いている。
　最後に1935年から，第2次世界大戦が終結した，1945年までの動きにふれよ
う。1933年に金融恐慌が終わって，一応は不況の底をすぎた。しかし回復過程
はきわめて緩慢な歩調をたどり，1929年の国民総生産のピークを越えることが
できたのは，1939年になってからであった。1940年になっても完全雇用にたっ
せず，1939年のヨーPッパにおける第2次世界大戦の勃発と，1941年の米国の
戦争突入によって，生産の増大と失業の解消が達成された。銀行は戦費をまか
なう各種の政府証券を，大量に販売しまた自らも保有するとともに，軍需産業
にたいして多額の信用を供給した。
　この時期の1期まえに起こった，銀行市場構造の重要な諸変化，すなわち銀
行数減少と支店銀行制度の拡張は，銀行過剰と銀行の不健全経営を解消させ，
結局のところ米国の銀行市場を安定化させた。それに続くこの時期も，基本的
な変化の調子は同様だが，年々の変動は落着いたものであった。この10年間に
単一銀行は1，556行の減少で，支店銀行は194行の増加，差引き1，362行の減
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少である。また支店数は567の増加で，合併は1，321件，どの計数をとっても以
前にくらべて，ゆっくりとした変化を示している。
　この時代のその他の変化も極端でなく，1935年の市内支店数と市外支店数の
比率52：48は，1945年に43：57となった。所得と人口の継続した伸びと人口の
郊外移動が，市外支店の新設と合併支店数をふやしたが，この動きも前の時期
から引継いだものである。立法・行政面をみると，連邦レベルで大きな変化は
なく，これまでと同傾向の州銀行法改正が，この時期に4件あった？Z。ようす
るにこの時期の単一銀行制度＝支店銀行制度の構造変化は，1期まえのそれと
くらべてトーソは同じだが，程度はおだやかだったといえよう。
　この節で扱った期間の資料として，第3表を作成した。全商業銀行数と単一
銀行数の低下，支店銀行数の増加などの傾向は，1920年初頭からはじまってい
るので，1920年以降の計数は毎年とりあげた。
　　　　　　　　　　　　　　　第　3　表㈱
1900年
1905年
1910年
1915年
1920年
1921年
1922年
1923年
1924年
1925年
1926年
1927年
1928年
1929年
1930年
1931年
1932年
1933年
鎧葎姦
12，427
18，152
24，514
27，390
30，291
30，　456
30，120
29，829
28，988
28，442
27，742
26，650
25，　798
24，970
23，679
21，654
18，734
14，207
単一銀行数
12，340
17，956
24，222
26，　993
29，　761
29，909
29，510
29，158
28，282
27，　722
26，998
25，910
25，023
24，206
22，928
20．　931
18，053
13，623
支店銀行数
????????????????
支　店　数
? ???? ??
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1934年
1935年
1936年
1937年
1938年
1939年
1940年
1941年
1942年
1943年
1944年
1945年
15，348
15，488
15，329
15，094
14，867
14，667
14，534
14，　434
14，353
14，197
14，138
14，126
14，619
14，666
14，　470
14，185
13，　946
13，　728
13，575
13，461
13，368
13，　208
13，139
13，110
　729
　822
　859
　909
　921
　939
　959
　973
　985
　989
　999
1，016
（268）
3，007
3，156
3，　271
3，412
3，445
3，497
3，531
3，564
3，575
3，580
3，632
3，723
（1）前節の注（1）と同じ。なお1900年から1945年にいたる期間の，銀行数・支店数の変
　化は，この節の末尾g第3表を参照されたい。
（2）個人銀行数が除外されているため，H節の本文および統計の計数と一致しない。
　前節の注⑲をみられたい。
（3）17，864行は純増行数を示すから，この間の破産・閉業・合併などによる行数減を
　考慮すれば，新規参入銀行数は純増行数をかなり上回るだろう。利用可能な資料は
　目下のところないが，当時の経済活動水準の上昇と，銀行競争の激化を物語るもの
　といえようρ
（4）　ここで低水準といったのは，全銀行数にたいする支店銀行数の比率の意味であ
　る。行数の伸び率で考えると，1900年の支店銀行数が少ないから，この20年間の伸
　び率は約6倍で，きわめて高いことになる。
（5）第3表の数字から理解でぎるように，1920年の計tw　2．4は，支店銀行制度発展の
　初期の状態を示している。しかし実際には支店銀行制度の内容が，それぞれの州で
　かなり異なるので，この種の総平均をあらわす計数の意味に，疑問がないわけでは
　ない。
〈6）博覧会会場への臨時支店設置が，1892年と1902年に例外的に議会から認められた
　（Fischer；op，　cit，，　pp．42－43）。
〈7）　1911年通貨監督官の求めに応じた司法長官は，国法銀行法によらず持株会社のよ
　うな形で，実質的な支店設置の可能性があることを指摘した。1915年にFRBは，
　本店所在市内または郡内にかぎり，国法銀行の支店設置を認めるよう，立法勧告を
　行なった（Fischer；op．　cit．，　p．43）。
（8）前節でみたように，支店制州法銀行は1865年法により，国法転換がすでに許され
　ていた。
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（9）　コロンビア行政区・アラスカ’ハワイは，計算されていない（Fischer；op．　cit．，
　P．59）。
（⑩　年代は少し下るが1924年に例をとると，17州が支店銀行制度にかんする州法規定
　をもたなかったが，州当局は支店制にたいして一定の方針はもっていた。すなわち
　12州が単一銀行制，2州が限定支店銀行制，3州が州域支店銀行制だった。おそら
　く英米法の伝統にしたがい，成文法がなくても慣習法に依拠したのだろう　（Fi－
　scher；oP．　cit．　PP．62－63）。
⑪　小売銀行業務のウェイトが増したことは，低所得者層をふくむ個人の小切手利用
　度へ反映され，当座預金は1909年の1，100万口座から，1920年の2，300万口座へ増加
　した（Trescott；前掲訳書，下巻，3，35－36頁）。
（12）　Fischer；op．　cit．，　p．35．
（③　支払停止は直ちに破産を意味せず，そのこ支払再開したり他行へ吸収合併された
　りすることがある。
⑯　期間は少しずれるが，1921年から1934年までの同様の変化を調ぺよう。この間の
　プラス要因は，新規参入が4，438，個人銀行の法人化などが341，支払停止銀行の支
　払再開が3，035である。これにたいしてマイナス要因は，被合併が6，　516，支払停止
　が14，　267，解散が994である。したがって同期間の銀行数の純減は13，　963行である
　が，うえの計算で明らかなように，マイナス要因の合計は銀行純減に等しくない。
　この意味で本文の銀行純減数も，資料が許せばプラス要因とマイナス要因の両方に
　わたる，より正確な計算が望ましい（FDIC；Annual　Report，1960，　p．32）。
（IS　期間の異なる1915年から1934年へかけての変化だが，別の資料によれぽ支店銀行
　の全商業銀行にたいする貸付・投資シェアは，この間に13％から51％へ上昇したと
　いわれる（Carson　and　Cootner；op．　cit．，　p．73）。
㈹　マクファドン法が通過したあと，これら限定業務店舗は普通店舗へ転換した
　　（Fischer；op．　cit．，　pp．45－46）。
㈹　銀行恐慌の弊害にたいする方策として，預金保険制度が考えられたのは，かなり
　早い時期のことである。1907年にオクラホマ州でこの制度が創設され，1918年まで
　に8つの州で制度化されたし，連邦レベルの預金保険計画は1886年に議会へ提案さ
　れている。しかし1920年代の農業恐慌で，州レベルの制度は保険金の多額な支払請
　求に応じきれず，たちまち崩壊してしまった。当時の預金保険制度とその行政は，銀
　行への業務・監督の要求水準にっいて，十分な用意が欠けていたといわれる（Tres・
　cott；前掲訳書，下巻，29－30頁）。
⑱　連邦レベルの預金保険制度は，まず暫定的な制度として1934年にFDICが発足
　し，1935年の法改正で恒久的な制度となり，今日に至っている。この連邦レベルの
　制度によって，米国の銀行市場構造が強いインパクトを受けたことは，まったく疑
　いないところだが，本稿はその制度にっいても効果についても触れない。
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（⑨　　Fischer；op．　cit．，　pp．64，80．
⑳　15州のうち2州が初めて州銀行法を制定し，のこり13州が州銀行法の改正だっ
　た。それらの内容は，12の単一銀行制度州から5州が州域支店銀行制度へ変わり，
　7州が限定支店銀行制度州へ移った。さらに限定支店銀行制度の1州と，州法の規
　定はなかったが，事実上の単一一銀行制度州1つと限定支店銀行制度州1つ，合計し
　て3州が州域支店銀行制度をとるようになった（Fischer；op．　cit．，　pp．62－65）。
伽）　Carson　and　Cootner；oP．　cit．，　PP．70－71．
㈱　限定支店銀行制度1州と，州法はなかったが同じ制度だった1州，それに単一銀
　行制度をとっていた1州，合計3州が州域支店銀行制度へ移行した。そのほか州法
　の規定はないが単一銀行制度だった1州が，限定支店銀行制度州へ転換した　（Fi・
　scher；op．　cit．，　pp．62－63）。
23）Statistical　History　of　the　United　States　frQm　Colonial　Times　to　the　Prcs．
　ent，　pp．631，632，635から作成した。
IV
　皿節と皿節でフォローしてきたように，米国の支店銀行制度は，第2次世界
大戦まで引続き発展してきた。1791年の第1合衆国銀行の設立時から数える
と，支店銀行制度は150年あまりの期間をつうじて，成長しつづけてきたとい
ってよい。このことは米国の社会と経済の変化の結果でもあるが，支店銀行制
度自体にも優れた点があったからであろう。この節は本稿のしめくくりとし
て，支店銀行制度発展の理由を，主として制度の歴史的展開に沿ってまとめよ
う。
　長期的な視点から問題を扱えぽ，支店銀行制度の発展は，つぎの諸点に依存
するといえよう。（1）人口が成長し，人々は農村から都市へ，都市から郊外へ
と，移動していった。（2）国民所得が増大し，銀行取引をする個人顧客がふえ，
企業の資金需要も大口化した。（3）通信と交通が発達したので，支店銀行の本支
店間の組織が強化され，1つの意志決定単位として運営されるための，大きな
障害が除去された。（4）経済の規模が拡大するとともに，その構成が多様化しtc
から，銀行業の各単位も大規模化が求められ，また多様なニーズへの対応も必
要とされた。⑤人々の長い間の経験は，支店銀行制度への敵意を和らげ，それ
は国法銀行法と州銀行法の改正と結びつき，さらに銀行行政へも反映された。
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　短期的に問題を扱うとすれぽ，1920年代から全国銀行休日をはさんで1930年
代にわたる，銀行市場構造の大変化一それは現代米国の銀行市場を基本的に
規定している一の段階へ，われわれの焦点をしぼるべきだろう。しかしこの
時代の諸問題は，つぎに予定されている，支店銀行制度の理論的ないし経験的
な研究で，より詳しくふれたい。また個別経済的および国民経済的にみた，支
店銀行制度のメリットとディメリットも，この期間になると資料的に明らかに
されるので，これらも次稿の課題としたい。
　支店銀行制度発展の理由が，人口・所得・技術・政治・法律・行政・人々の
態度などの変化と，深く関連していることは明白である。だがわれわれはここ
で，もっとも広い意味の社会制度（s。cial　instituti。n）の影響を，とくに取上げ
たい。ここに社会制度とは，政治的風土や市民哲学ともいうべきものをさし，
具体的にいえぽ，連邦主義者と反連邦主義者の論争（1），ハミルトニアソとジャ
クソニアソの対立②，集中と集中排除の相反する傾向（3｝，ローカル・オートノ
ミーやプルーラリズムを支持する基盤などに示されているω。米国の支店銀行
制度の歴史的展開のなかで，これら広義の社会制度が与えたイソパクトは，
きわめて大きいようにみえる。すなわち多様化しときには対立した立場や主張
が，互にからみ合いあるいは妥協してきた結果，米国の銀行制度は多元的なも
のになったと思われる。いわゆる2重銀行制度の成立，単一銀行・支店銀行・
多店銀行の併存，2重・3重の銀行監督方式の採用などは，ここでいう社会制
　　　　　　　　ま度の所産とみて差支えないだろう，もちろん社会制度に全部の理由を帰すこと
はできないが。
　このように問題を捉えるのは，米国の銀行制度とくらべてわが国のそれが，
ややもすれば画一的であり，政策当局主導型であり，業界一致的で，かなり対
照的な側面をもつからである。わが国の銀行制度ないし組織が，それなりのイ
ンスティテユーショナルな背景のもとで，成立し発展してきたのは当然だが5｝，
広義の社会制度の差異が銀行市場構造へおよぼす影響は，重要視されるべきで
あるという立場をここではとった。たとえば通貨監督官・州銀行当局・FRB・
FDIC・司法長官・司法省反トラスト部・裁判所・連邦議会・州議会・米国銀
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行協会（American　Bankers　Association）・単立銀行協会（lndependent　Bankers
Ass・ciati・n）など，実に多くの関係考がそれぞれ独自の見解と行動を示す，米国
独特のいわぽ精神的風土が，単一銀行制度＝支店銀行制度の歴史的展開に，大
きな意味をもつことを指摘したいのである。
（1）1787年に前出の大陸会議は，アメiJ力合衆国憲法を制定するため，各州の代表か
　らなる制憲会議を招集した。憲法は翌年になって発効し，アメリカは従来の諸州連
　合（ConfederatiQn）から連邦国家（United　States）へ発展した。この憲法は諸州
　の批准を必要としたが，そのとき強力な中央政府を望む連邦主義者（federalist）
　と，州の自治に重点をおく反連邦主義者（antifederalist）は，批准をめぐって激し
　く対立した（Nevins　and　Commager；前掲訳書，上巻，132－147頁。高木八尺；
　アメリカ，昭和37年，85－94頁）。
〔2）ハミルトンの努力によって，最初の中央銀行が設立され，しかも成功したことは
　すでに述べた。ジェファソンがその動きに反対したのは，州の権利の主張，大銀行
　への反対，金融力集中への怖れなど，いろいろな異議を代弁したからである。
　　西部出身のジャクソンは，西部の人々が一般にもつ感情に彼自身の個人的体験も
　加わり，東部の経済組織にたいする不信感を強くもった。とくに銀行にたいして，
　激しい敵意をもやした。ちなみにハミルトンは，東部の出身であった（Nevins　and
　Commager；前掲訳書，上巻，153－161，196頁。　Trescott；前掲訳書，上巻，44
　－49頁）。
（3）米国の大企業への資産集中と高い成長率，これに対応する反トラスト諸法や巨大
　さにたいする公衆の反感などに，この2つの傾向をみることができる。
（4）人種・宗教の違いや州権の強さなどが，利害と価値観の多様化ないしプルーラリ
　ズの源泉であることは，容易に想像しうる。米国社会は人種の増禍といわれてきた
　が，サラダ・ボウ．ルの中味のように，混ぜられてはいても個々の材料はもとのまま
　である，という見方には多分に共感をおぼえる（猿谷要；現代アメリカの源流，昭
　和47年，14－17頁）。
（5）明治時代以降のわが国の経済が，短期間のうちに高成長をとげるには，資本市場
　の発展を待ってはいられなかった。兼営銀行主義の活用と政府の銀行保護が，わが
　国の経済成長に寄与したことは，周知の事実である。
